
【保険給付の適正化】  

○ 平成21年8月、国保連合会介護給付適正化システムを改修し、検索条件等の拡充を実施。  
○ 給付費通知を発送（予定）する保険者は418か所であり、このうち改修による拡充機能を活用し、  

介護給付費通知を発出（予定）の保険者は101か所である。  
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【給付費通知発送状況】  

（∩＝936）  

圏発出した 眉発出予定 日検討中 匿発出予定無し  

【拡充機能活用状況】  
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匿活用した 毘活用予定 日検討中 田活用予定無し   
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【給付費通知（イメージ）】   18  

福祉用具の研究開発  



福祉用具研究開発助成事業（財）テクノエイド協会で実施する補助事業（平成21年度まで）  

平成21年度予算額 213百万円  

用具の研究開発  研究開発に関する重点テーマ  

在宅又は施設において、日常生活、社会参加等を支援する  

用具の実用化研究開発   

ア 新技術・新材料を利用した研究開発   

イ 既存技術・既存材料を応用した研究開発   

り 既存製品（外国製品を含む）の研究開発   

工単機能製品を組み合わせた新システム製品  

の研究開発   

オ 生産工程を合理化するための技術開発  

平成21年度は、以下のテーマを重点的に研究  

砂排泄関連用具の研究開発  
②座位保持装置の研究開発  

採択件数の年次推移  （件）  
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（財）テクノエイド協会  

O「福祉用具の研究開発及び普及の促   

進に関する法律Jに基づく指定法人  

Or福祉用異の研究、開発等の推進、福   

祉用具の試験評価、情報の収集及び  

提供並びに義肢装具士の養成等を通  

じ、陣富者及び高齢者の福祉措進に各紛議暮弛（加重靭担〉  

与する。Jことを目的に設立  
≠抑制間＝＝閻  

芸 新涼法Åテクノエイト温会  

転讐讐  
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勢和金（蝕或衰残滑〉  
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※ 平成22年度以降は、独立行政法人福祉医療機構において実施  

最蒋社会為根茎  

社会福祉振興助成費補助金概要   

事業目的  

政策動向や国民ニーズを踏まえ、民間の創意工夫ある活動や地域に密着したきめ細かな活動等に  
対し助成を行い、高齢者・障害者が自立した生活を送れるよう、また、子どもたちが健やかに安心  

して成長できるよう必要な支援等を行うことを目的とする。  

独立行政法人福祉医療機構は、次の事業を実施するものとする。  
（1）先進的・独創的活動支援事業  

社会福祉の振興に資する創意工夫ある事業、全国又は広域的な普及・波及を念頭に制度や  
施策を補完・充実させる事業   

→ 福祉用具の研究開発に係る事業＝平成22年度採択数12件（新規8件、継続4件）  
（2）地域活動支援事業  

社会福祉諸制度の谷間や制度外のニーズ、地域の様々な福祉ニーズに対応した地域に密着  
した事業  

（3）障害者スポーツ支援事業  

スポーツを通じ、障害者の社会参加を推進する事業  
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平成22年度 先進的・独創的活動支援事業 採択事業  

【平成22年度11件109，039千円】  

新成長戦略（平成22年6月18日間議決定）  

（日本発の革新的な医薬品、医療・介護技術の研究開発推進）  
安全性が高く優れた日本発の革新的な医薬品、医療・介護技術の研究開発を推進する。産  
官学が一体となった取組や、創薬ベンチャーの育成を推進し、新薬、再生医療等の先端医  
療技術、情報通信技術を駆使した遠隔医療システム、ものづくり技術を活用した高齢者用  
パーソナルモビリティ、医療・介護ロボット等の研究開発・実用化を促進する。その前提とし  
て、ドラッグラグ、デバイスラグの解消は喫緊の課題であり、治験環境の整備、承認審査の  
迅速化を進める。  

一 新たな医療技術の研究開発・実用化促進  




